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とマカオの間には，未だ FTA 締結の動きすらみられない。さらに CEPA
は中国本土と香港の間だけでなく，中国本土とマカオの間でも締結された















第 1 回 1992 年 1 月 香港 香港バプティスト大学東西文化経済交流中心，台湾民
主基金会，（香港基金會，香港招商局集団）。
【論集】劉融 編著『中華經濟協作系統論』香港：三聯書店 1993 年。
第 2 回 1993 年 11 月 海口市 （海南）発展研究院，海南大学。
【論集】饒美蛟編著『中國人地區的經濟協作：華南與台，港，澳産業互動關係』香港：
廣宇出版社 1995 年。




第 4 回 1997 年 2 月 マカオ （香港）嶺南学院（現 ･ 嶺南大学），澳門基金會，（台湾）
夏潮基金會。
第 5 回 1998 年 2 月 海口市 （海南）発展研究院。
「亞洲金融危機與中國經濟發展國際研討會」と同時開催。





第 7 回 2001 年 10 月 東京 早稲田大学アジア太平洋研究科 / センター。
【論集】林華生，饒美蛟『東盟，日本与中国人地区経貿合作』シンガポール：世界科技2003年。
第 8 回 2002 年 12 月 台中 夏潮基金会，中興大学國際政治研究所。
【論集】袁鶴齡『全球化 vs. 區域化 : 亞洲地區經濟發展的契機與挑戰』台中：若水堂 2003 年。
第 9 回 2004 年 1 月 上海 上海市社会科学界聯合会。
【論集】饒美，李思名，施岳群『區域經濟合作 : CEPA 与珠三角及長三角』香港：商務
印書館 2006 年。
第 10 回 2004 年 12 月 マカオ マカオ科技大学可持続発展研究所。
【論集】林華生，黄枝連，李紅『剖析東亜経済：中華経済協作系統第十届国際検討会論
文集』世界科技（シンガポール）2006 年。








 劉融編著『中華經濟協作系統論』香港：三聯書店 1993 年。
 饒美蛟編著『中國人地區的經濟協作：華南與台，港，澳産業互動關係』香港：廣宇出版社 1995 年。
 「迎來二十一世紀的香港亞太二十一學會：慶祝香港亞太二十一學會成立 15 周年」『大




















































































18 歳以上の人口の 2.8％（15 万人，2007 年時点）に及んでいる（表 3）。
そのうち 65.4％が仕事のための定住であり，同じく 46.8％は月収が 10 万
香港ドル以下であった。また，約 3 分の 1 が深圳市に，8 割は深圳市を含
む広東省に在住している（いずれも 2007 年時点）（香港特別行政區政府統












も 1 回のみか，一定期間に 1 回などの制限がある。また，移住には「前往
港澳通行証」が必要である。これは本土側各地の公安が発行するが，香港
側の受入許可に応じて 1 日 150 人分（1995 年以降）しか発行されない。うち，
60 人分は中国本土で出生した香港市民と本土籍配偶者の間の子供（生まれ
つきの香港市民）に，30 人分は 10 年以上別居を強いられている香港市民
の本土籍配偶者とその子供（生まれつきの香港市民ではない）に割り当て
られている。ただし，前者の香港市民と本土籍配偶者の間に生まれた子供は，





1988 1989 1992 1995 1998
人数 52,300 45,600 64,200 122,300 157,300
（出所）「在中國内地居住的香港居民」香港 SAR 規劃署［2001 年 9 月］。
? 3　中国本土に在住する 18 歳以上の香港市民
2001 2003 2005 2007
人数（1,000 人） 41.3 61.8 91.8 155.4
香港における 18 歳以上の人口に占める割合 (％ ) 0.8 1.1 1.7 2.8
（出所）香港特別行政區政府統計處 [2009: 19]。
? 4　深圳市に在住する香港市民が香港に戻る頻度 (％ )
（出所）香港特別行政區規劃署，深圳市統計局 [2008: 55-56]。
頻度 週 4 回 以上 週 2，3 回 週 1 回









割合 33.4 9.8 11.9 22.2 8.8 7.8 6.0
127
第 5 章　中華経済圏の虚実









中国本土市民の香港来訪については，2003 年に締結された CEPA の一










また，香港では 2003 年 6 月より，香港 ID カードが IC チップ内蔵のも































































































が可能になったと思われる。たとえば，2004 年 6 月には「汎珠江デルタ
協力と発展フォーラム」が開催されたがその開催期間は 3 日間と短かった
が，日ごとに広東省広州市，香港，マカオの 3 会場を巡回するという変則















（Bauhinia Foundation Research Centre）では，香港と深圳を 1 つの都市圏と
するための政策研究を行っている。2007 年 8 月に発表された「建構港深
都會研究報告」（香港と深圳によるメガロポリス形成に関する研究報告）
(17)
は，曽蔭権行政長官が 2007 年 10 月に「2007/08 年施政報告」のなかで言
及した中国本土との「融合」や香港・深圳メトロポリス構想のベースとなっ
ている（第 4 章参照）。
2008 年 12 月に国務院発展研究中心は「珠江三角洲地區改革發展規劃綱






























































。しかし，1999 年から 2008 年の間は中国と台湾
の関係が悪く，台湾と香港の関係もそのあおりを受けた。このため，台湾
と香港の接触は航空協定の改訂など必要事項に限られた。また香港では葉
国華行政長官顧問が 2002 年 6 月に退任し，対台湾関係事務は政制事務局
の管轄とされたものの，その後も大きな進展はみられなかった。
台湾と香港が実務関係の制度化に動いたのは，台湾で馬英九政権が成立
した後である。香港の林瑞麟政制内地事務局長は 2009 年 2 月 10 日に「香
港－台湾商貿合作委員会」を設置する意向を示し，また同 19 日に劉呉惠
蘭商務経済発展局長が同委員会を香港貿易発展局のもとに設けると述べ









台湾でも，5 月 19 日に馬英九総統が香港に対する窓口機関として「台
港経済文化合作策進会」（以下，策進会）を設置する意向を示した。そして，


































































































































名誉教授の張五常（Steven Chueng）は 2001 年 11 月のシンポジウムで人





































































マカオとも CEPA 締結してきた。マカオとの CEPA 本文は香港より 3 カ月
以上遅れて締結されたものの，付属文書や補充協議では数日のみの遅れに
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